
- 1 -

資料３

死刑に関する主な最高裁裁判例

１ 死刑制度を合憲とした判例（最高裁判所大法廷昭和２３年３

月１２日判決）

憲法第１３条においては，すべて国民は個人として尊重せられ，

生命に対する国民の権利については，立法その他の国政の上で最

大の尊重を必要とする旨を規定している。しかし，同時に同条に

おいては，公共の福祉に反しない限りという厳格な枠をはめてい

るから，もし公共の福祉という基本的原則に反する場合には，生

命に対する国民の権利といえども立法上制限乃至剥奪されること

を当然予想しているものといわねばならぬ。そしてさらに，憲法

第３１条によれば，国民個人の生命の尊貴といえども，法律の定

める適理の手続によつて，これを奪う刑罰を科せられることが，

明かに定められている。すなわち憲法は，現代多数の文化国家に

おけると同様に，刑罰として死刑の存置を想定し，これを是認し

たものと解すべきである。（中略）弁護人は，憲法第３６条が残虐

な刑罰を絶対に禁ずる旨を定めているのを根拠として，刑法死刑

の規定は憲法違反だと主張するのである。しかし死刑は，冒頭に

も述べたようにまさに窮極の刑罰であり，また冷厳な刑罰ではあ

るが，刑罰としての死刑そのものが，一般に直ちに同条にいわゆ

る残虐な刑罰に該当するとは考えられない。ただ死刑といえども，

他の刑罰の場合におけると同様に，その執行の方法等がその時代

と環境とにおいて人道上の見地から一般に残虐性を有するものと

認められる場合には，勿論これを残虐な刑罰といわねばならぬか

ら，将来若し死刑について火あぶり，はりつけ，さらし首，釜ゆ

での刑のごとき残虐な執行方法を定める法律が制定されたとする

ならば，その法律こそは，まさに憲法第３６条に違反するものと

いうべきである。前述のごとくであるから，死刑そのものをもつ

て残虐な刑罰と解し，刑法死刑の規定を憲法違反とする弁護人の

論旨は，理由なきものといわねばならぬ。
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２ 絞首刑を合憲とした判例（最高裁判所大法廷昭和３０年４月

６日判決）

刑罰としての死刑は，その執行方法が人道上の見地から特に残

虐性を有すると認められないかぎり，死刑そのものをもつて直ち

に一般に憲法３６条にいわゆる残虐な刑罰に当るといえないとい

う趣旨は，すでに当裁判所大法廷の判示するところである。

現在各国において採用している死刑執行方法は，絞殺，斬殺，

銃殺，電気殺，瓦斯殺等であるが，これらの比較考量において一

長一短の批判があるけれども，現在わが国の採用している絞首方

法が他の方法に比して特に人道上残虐であるとする理由は認めら

れない。従つて絞首刑は憲法３６条に違反するとの論旨は理由が

ない。
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３ 死刑の適用基準（最高裁判所昭和５８年７月８日判決）

死刑はいわゆる残虐な刑罰にあたるものではなく，死刑を定め

た刑法の規定が憲法に違反しないことは当裁判所大法廷の判例（昭

和２３年３月１２日判決）とするところであるが，死刑が人間存

在の根元である生命そのものを永遠に奪い去る冷厳な極刑であり，

誠にやむをえない場合における窮極の刑罰であることにかんがみ

ると，その適用が慎重に行われなければならないことは原判決の

判示するとおりである。（中略）死刑制度を存置する現行法制の下

では，犯行の罪質，動機，態様ことに殺害の手段方法の執拗性・

残虐性，結果の重大性ことに殺害された被害者の数，遺族の被害

感情，社会的影響，犯人の年齢，前科，犯行後の情状等各般の情

状を併せ考察したとき，その罪責が誠に重大であつて，罪刑の均

衡の見地からも一般予防の見地からも極刑がやむをえないと認め

られる場合には，死刑の選択も許されるものといわなければなら

ない。


